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労働者と環境の保護 
 

2014 年労働安全衛生世界デーを記念して発表される本報告書は、職場と環境にお

ける化学物質の使用とその影響（それらに対処するためのさまざまな国内的・地

域的・国際的取り組みを含む）に関する現状を検討するものです。また本報告書

では、職場において化学物質を適切に管理するための国・企業レベルのプログラ

ムの確立に必要となる要素を示します。 

 

職場においてなぜ化学物質が重要なのか？ 

世界中の職場における化学物質の生産と使用は、職場保護プログラムの最重要課

題の一つとなっています。化学物質は生活に欠かせないものであり、その恩恵は

広範囲に及び、よく認識されています。食料生産の量と質を改善する農薬、病気

を治療する医薬品、衛生的な生活環境の確立に役立つ洗浄剤など、化学物質は健

康な生活と現代的な利便性のためになくてはならないものです。また化学物質は、

世界的生活水準を達成するために必要な製品を開発する多くの産業工程において

も、極めて重要な要素です。しかし政府、使用者、労働者は依然として、職場に

おけるこうした化学物質への暴露の制御、ならびにその環境への放出の制限とい

った課題への対処に苦慮しています。 

ジレンマの原因となっているのは、こうした化学物質への暴露にともなうリスク

です。より多くのより良質な作物を生産することで食物の栽培を助ける農薬は、

農薬の生産や田畑への散布に関わる労働者、またはその残留物にさらされる労働

者に健康上の悪影響をもたらす可能性があります。さらに農薬生産・使用の残留

物によって、生態学的悪影響が使用後何年間も環境中にとどまり続ける可能性も

あります。深刻な健康状態にある患者の命を救う医薬品は、生産・投与過程で化

学物質にさらされる労働者に健康上の悪影響をもたらすかもしれ

ません。衛生状態を改善する洗浄剤も、それらを使って作業し、

日常的に化学物質にさらされる労働者に悪影響を及ぼす可能性が

あります。化学物質は、発がん性を始めとする健康有害性、可燃

性を始めとする物理的危険有害性、広範な汚染や水生生物への毒

性といった環境有害性など、さまざまな潜在的悪影響をもたらし

ます。そのような物理的危険有害性の制御が行き届かないために、

多くの火災や爆発などの災害が発生しています。 

化学物質の安全性は、職業安全衛生（OSH）の中で、長年にわた

り多くの取り組みがなされてきた分野の一つです。しかし、化学

物質の規制と管理に関して近年大きな進展が見られ、政府、使用

者、労働者は国内・国際レベルで有害物質の使用による悪影響を

最小限に抑えるべく努力を続けてはいるものの、まだ十分とは言

えません。依然として重大な事故が発生し続けており、人間の健

康及び環境のいずれに対しても悪影響がいまだに生じています。

有害物質に直接さらされる労働者は、安全かつ健康な環境で働き、

化学物質とは何か？ 

ILO の「職場における化学物質

の使用の安全に関する条約」

（1990 年、第 170 号）による

と、「化学物質」という語は、

化学元素と化合物、及びその混

合物（天然物、または生産過程

で得られる生成物などの合成

物）を意味します。 

有害化学物質は、固有の健康有

害性や物理的危険有害性の種

類と程度によって分類されま

す。複数の化学物質からなる混

合物の有害性は、構成化学物質

の固有の有害性に基づく評価

によって決定されます。 
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適切に情報を与えられ、訓練を受け、保護される権利を持たなければなりません。 

絶え間ない科学技術の進歩、化学物質の生産の世界的な増加、労働組織の変化に

対して、一貫した世界的な対応が求められます。同様に、化学物質の危険有害性

とこれに対する保護措置についての情報をより入手しやすくする新しいツール、

及びその情報を組織化して活用し、職場での化学物質の使用における安全と健康

を確保するための体系的アプローチを構築する新しいツールを開発し続けること

が重要です。 

 

職場において化学物質はどれくらい広く使用されているか？ 

世界中でどれだけの化学物質が使用され、どれだけの労働者がそれらにさらされ

ているかを明らかにする確実な方法はありません。化学物質と言えば、石油化学

精製所、建設現場、自動車工場などの産業施設を連想させます。塗料、ラッカー、

シンナー、接着剤、結晶シリカ、溶接ヒュームといったいくつかの化学物質は、

建設業の職場で労働者がさらされる可能性のある化学物質のほんの一部です。し

かし、事実上、あらゆる業種のあらゆる種類の職場で化学物質が使用されており、

広範な労働者がそれらにさらされる可能性があります。したがって、化学物質は

あらゆる種類の労働において懸念事項となり得るのです。個々の状況に対処する

ために必要な取り組みの量は暴露の程度と扱われる化学物質の量によって異なる

ものの、有害物質の予防と制御のためのアプローチを全く必要としない業種は一

つとしてありません。例えば、美容院やネイルサロンで使用される化学物質（メ

タクリル酸メチルなど）について、近年懸念が高まりつつあります。そうした化

学物質の多くは極めて有害で、特に適切な換気、保護具、または労働者の訓練な

ど、適切な予防・保護措置が講じられないまま使

用されているため、問題はさらに深刻です。これ

らの施設では消費者も化学物質にさらされますが、

その暴露は低頻度かつ短期的であり、毎日一日中、

化学物質を使用する労働者の暴露とは異なります。

オフィスでも、インクトナーや同様の化学物質へ

の暴露があり、印刷所、あるいは施設内のより化

学物質への暴露の多いその他の業務に配置される

スタッフがいるかもしれません。オフィスビルの

清掃・管理スタッフも、化学物質にさらされます。 

また、一部の業種は環境に特別な影響をもたらし

ており、予防プログラムを考案する際にはこの点

を考慮する必要があります。例えば農業部門では、

環境中で作物に農薬が使用され、それらは直ちに

大気中に放出されるか、水源に流れ込むか、ある

いは何年もの間地中にとどまります。そうした農

薬を使用する労働者は直ちに化学物質にさらされ

る可能性がありますが、この作業を安全に行うた

めの方法を決める際には、周辺コミュニティの他

の人々の潜在的暴露についても考慮する必要があ

化学物質条約（1990 年、第 170

号）は、「職場における化学物

質の使用」という語を、労働者

を化学物質にさらす可能性のあ

る以下のようなあらゆる作業活

動を網羅するものとして定義し

ています。 

 化学物質の生産 

 化学物質の取扱 

 化学物質の貯蔵 

 化学物質の輸送 

 廃棄化学物質の処分及び処

理 

 作業活動により生じる化学

物質の放出 

 化学物質に関連する設備・容

器の維持・修理及び洗浄 
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ります。ILO の「農業における安全及び健康に関する条約」（2001 年、第 184 号）

及びその勧告（第 192 号）は、農業における化学物質のリスク評価手段と適切な

管理方法を示しています。 

世界中の職場でどれだけの化学物質が存在するかを明らかにすることは困難です。

また、これらの物質が結合して混合物となっている場合もあるため、問題はさら

に複雑です。これらの化学混合物は、商業目的のために意図的に生産される場合

もあります。しかし化学物質の職場予防・保護プログラムを検討する際には、職

場における意図的ではない化学物質の混合によって、現場で有害物質が排出され

る可能性があるということも想定しなければなりません。個々の化学物質の多く

は、その安全性と健康影響について十分な評価が行われていませんが、そうした

物質の混合物は、通常その職場に特有のものであり、混合物の形態で評価や試験

が行われることはまれです。ほとんどの労働者は、個々の化学物質ではなく混合

物にさらされているため、混合物への暴露を制御することが、効果的な保護プロ

グラムにおいて極めて重要です。 

化学物質の開発・使用に関するイノベーションや研究は急速に進んでいますが、

これらの化学物質の安全・衛生面に関する研究のスピードははるかに遅いという

のが現状です。その代表例がナノテクノロジーです。研究者たちは、非常に小さ

な構造体、装置、システム（通常 1～100 ナノメートル）の製造を試みています。

こうした小さな物質は、物理的・化学的・生物学的挙動に影響を及ぼす独特の性

質を示します。この独特の性質を利用して、これらの挙動に基づいた新製品が生

み出されます。医薬品、消費材、製造業などさまざまな産業でこうした製品が生

み出されています。このような物質の独特の性質は、それらにさらされる人間へ

の影響の及ぼし方にも作用する可能性があります。物質のサイズが非常に小さい

ことにより、そうした革新的な物質の生産に関わる労働者にとって暴露の可能性

が高まります。場合によっては、ある物質が通常の大きさで存在する時の健康影

響についてはよく知られ、適切な保護措置が講じられていても、新製品に

必要な小さなサイズで使用されることによって異なる有害性が生

じ、新たな保護手段が必要となるかもしれません 1。しかし、

他のイノベーションと同様、危険性の十分な評価が行われ

る前に生産が開始され、労働者が未知の危険性にさら

される可能性があります。このため、多くの国々、

特に欧州連合（EU）や OECD の加盟国、及び米

国で、ナノ材料のさまざまな職業衛生・環境的

側面について多大な研究が行われています。一

部の国の政府は、ナノ材料の潜在的影響を評

価し、危険有害性分類やリスク評価を実施し、

必要な管理基準を定めるとともに、規制面

での影響を評価するために国のタスクフォ

ースを設立しました。科学機関や環境保護

団体も、ナノテクノロジーと環境に関する

問題についての重要な助言の提供に関与し

ています。 



 5

化学物質への暴露は労働者の健康にどのような  

影響を及ぼすのか？ 

化学物質は、人体のあらゆるシステムに影響を及ぼ

します。化学物質が体に容易に入り込めるような物

理的形態をとり、一定の吸収量や暴露量をもたらすの

に十分な量で存在する場合、そのような暴露は多くの影

響をもたらす可能性があります。単回の暴露 2に基づく中毒

や死亡など、化学物質への暴露の急性影響は、長期的に繰り返

される少量の暴露によりもたらされる影響に比べて、即時的な随伴症

状が見られるため広く認識されています。化学物質への暴露に関連した職場にお

ける健康影響の程度を決定する際に問題となることの一つは、生じ得る影響の種

類についての認識が不足していることと、いくつかの影響が現れるまでに時とし

て長い潜伏期間があるということです。また、20 年前の暴露と現在のがんの症例

とを結びつけるには、化学物質への暴露の影響に関する情報も記録管理もあまり

に不十分です。 

化学物質への暴露の結果として病気を発症した個人が被る影響は計り知れません。

そうした病気の被害者は、しばしば働くことも、自分や家族を養うこともできな

くなります。また病気は、日常生活の質や、通常の活動を続ける能力にも影響を

及ぼします。場合によっては被害者が死亡し、その家族は愛する人の喪失だけで

なく、経済的な福利と安定の喪失にも対処しなければなりません。また企業も、

生産性の損失、常習的欠勤、及び労働者補償プログラムという形でそうした病気

の代償を支払うことになります。 

化学物質への暴露に起因する職業病がもたらす損害は甚大です。化学物質を原因

とする疾病の負担については、世界レベルで評価されていないものもあり、いま

だ明らかになっていませんが、世界保健機関（WHO）は 2012 年 9 月、国際化学

物質管理会議において、化学物質に起因する世界疾病負担に関する覚書を配布し

ました 3。この覚書には、取り組みを行わないことの対価や健康影響など、化学物

質の不十分な管理により生じる経済的・社会的コストについてさらなる研究を促

す情報が含まれていました。覚書の付属文書には、化学物質に起因する疾病の負

担に関する既知及び未知の情報について、WHO が発表した体系的レビューが含ま

れています 4。 

この研究では、空気、水、職業的暴露、直接摂取など、さまざまな媒体を通じた

化学物質に関連する世界疾病負担についての入手可能な情報が検討されています。

研究結果によると、データが入手可能な 2004 年には、世界全体で 490 万人の死亡

（全体の 8.3%）と 8,600 万障害調整生存年数（DALY）5（全体の 5.7%）が、特

定の化学物質の環境暴露と管理に起因していました。これらの数字には、固形燃

料の使用による屋内煙、屋外大気汚染、受動喫煙（年間死亡数はそれぞれ 200 万

人、120 万人、60 万人）などの職業・非職業暴露が含まれます。これに職業関連

の微粒子、化学物質による急性中毒、農薬による服毒が続き、年間死亡数はそれ

ぞれ 375,000 人、240,000 人、186,000 人となっています。この研究では、データ

が入手可能な一部の工業用・農業用化学物質のみが扱われています 6。これらの
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データによると、世界疾病負担は 1.7%（DALY 換算）、または全死亡数の 2.0%に

上ります。 

全ての職業病の原因が化学物質というわけではありませんが、化学物質への暴露

は、間違いなく多くの職業病の主な発現要因となっています。ディーセント・ワ

ークの達成には、化学物質への暴露に起因する職業病の発生を予防することが含

まれます。ILO の推定によると、労働関連の事故や疾病がもとで毎年 234 万人が

亡くなっています。そしてそのうちの大半（202 万人）が職業・労働関連の疾病に

よるものであり、非致命的な労働関連疾病の世界全体における年間症例数は推定 1

億 6,000 万人です。これらの疾病は、被害者とその家族に計り知れない人間的苦

痛を与えるだけでなく、企業や社会にも生産性や作業能力の低下といった大きな

経済的損失を与えます。世界の国内総生産（GDP）の約 4%（約 2 兆 8,000 億米ド

ル相当）が、労働関連の事故や疾病により、直接的・間接的コストとして失われ

ています。 

2013 年の労働安全衛生世界デーに発表された報告書では、職業病の予防について

取り上げられています。化学物質への暴露にのみ焦点が置かれていたわけではあ

りませんが、化学物質の使用における安全と衛生という今年のテーマと完全に合

致するものです。労働者の健康に影響を及ぼす物理的・化学的・生物学的・心理

社会的要因の数は増える一方です。国際労働機関（ILO）は、国際的な専門家の三

者会合により定期的に修正される職業病の国際参照リストの作成などといった手

段により、職業病の予防という課題に取り組んでいます。このリストは、リスト

に定期的に組み込まれる職業病の特定・認定基準を作成することによって補完さ

れます。またこの職業病リストは、職業病の特定と認定に関する最新技術を反映

し、その予防、記録、告知、及び該当する場合には職業を原因とする疾病の補償

において各国を支援することを目的としています 7。リスト内の職業病のほとんど

が化学物質を原因とするものです。化学物質への暴露に起因する職業病の予防

は、命を救い、他の労働者の生活の質を改善し、化学物質への暴露がも

たらす重大な社会的費用を削減します 8。 

 

職場において有害化学物質への暴露はどのように

制御されているのか？ 

混合物の評価は複雑であるため、政府や各種機関は、職場で

の化学物質使用における労働者の健康に害を及ぼす暴露の予

防戦略を策定する際、個々の化学物質に重点を置きがちです。

職業暴露限界値（Occupational exposure limit values: OEL）

は、健康有害性の制御に役立つ指針として作成された基準であ

り、規制措置を確立するにあたって、職場で生じるさまざまな

化学的・物理的物質への暴露の安全水準について意思決定を行う

際に、衛生管理者が使用する基準です。個々の化学物質について OEL

を導き出し、導入することが主なアプローチとなっています。OEL は、

職場における暴露に関して、推奨または要求される数値的限度です。一般的に

はこれらの限度値をもとに、ある化学物質に常時さらされている労働者において



 7

ほとんどの健康影響を予防できる

と思われる時間加重平均暴露レベ

ルが定められます。また、いかな

る状況においても越えてはならな

い短期暴露の限界値または許容限

度量が定められる場合もあります。

OEL を表す用語は国や各種機関に

よってさまざまです。最も広く使用

される語の一つが、許容限界値

（Threshold Limit Value: TLV）です。TLV

は、法的要件を持たない推奨値であり、

米国産業衛生専門家会議（ACGIH）により

作成されています。TLV は強制的なものではあ

りませんが、一部の国は TLV を採択し、自国のシ

ステム内で法制化しています。したがって TLV は、暴露

限界値として世界中の職場に広く普及しています。国や各種機

関により使用されているその他の語には、許容暴露限度（Permissible Exposure 

Limit）、推奨暴露限度（Recommended Exposure Limit）、最大許容濃度（Maximum 

Allowable Concentrations: MACs）などがあります。ドイツでは、世界中で推奨ま

たは要求されているOELの多くを含むデータベースが利用可能となっています 9。 

これらの OEL は多くの場合、ある化学物質を総体的に扱い、その潜在的有害性の

全てを明らかにするのではなく、単一の健康影響に着目しています。したがって、

ベンゼンと、ベンゼンが労働者に白血病を発症させる可能性に関しては OEL が存

在しているとしても、ベンゼンが引火性の強い物質であり、そのリスクを最小限

に抑えるべく扱われる必要があるということは、同じ基準のなかで認識されてい

ません。例えば、ある国では鉛についての基準が採択されており、その基準には

鉛への暴露に関する職業暴露限界値（OEL）と、職場で鉛を安全に取り扱い、か

つ使用できるようにするための保護措置が含まれているかもしれません。そうし

た個々の基準は多くの場合、単一の化学物質に関する問題については十分にカバ

ーしています。しかし現実には、労働者は非常に数多くの化学物質にさらされて

いるため、こうした個々の物質ごとのアプローチでは彼らを十分に保護すること

は不可能です。さらに、政府や各種機関が数百種類の化学物質について推奨され

る職業暴露限界値のリストを作成した場合、これらのリストをつねに最新の状態

に保つにはかなりの資源を要します。このため、こうしたリストには、最新デー

タを反映していない古い OEL や、もはや製造されていない化学物質、または使用

頻度が極めて少ないために労働者がさらされる機会のほとんどない化学物質に関

する OEL が含まれている場合が多くあります。ほとんどの状況において取り上げ

られるべき化学物質を選択するための最新の優先度システムはなく、非常に有害

な化学物質、及び／または今日の職場で広く使用されている化学物質が全く取り

上げられていない場合もあります 10。個々の有害化学物質への暴露を扱う OEL も

つねに必要ではありますが、職場に存在するほとんどの化学物質を網羅する代替

的なアプローチが必要であることは間違いありません。 
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職場における化学物質の物理的危険有害性がもたらす影響とは？ 

職場で化学物質を取り扱う労働者が重大な怪我や病気を被る可能性に加えて、施

設に物的損害がもたらされ、最悪の場合にはコミュニティの周辺部や一般環境に

も影響が及ぶという大きな可能性が存在します。 

職場における化学物質の物理的危険有害性は、適切な制御を行わなければ労働者

の怪我につながりかねません。化学物質の物理的特性は、しばしば健康問題とも

関連しています。例えば揮発性などの特性は、職場における暴露の可能性を左右

します。そのような危険有害性を適切に制御するためには、職場における化学物

質の潜在的影響についての知識、ならびに化学物質が定められた通りに取り扱わ

れ、保管されなければそのような影響が増幅されかねないということについての

知識が必要です。GHS にも、化学物質の物理的危険有害性に関する分類基準リス

トがあります。 

物理的危険有害性は、一般的には当該の化学物質に固有の特性とみなされていま

すが、多くの場合、実際に何らかの事象が引き起こされるには引き金となる要因

が必要です。したがって、炎などの点火源から離れた場所で取り扱われ、保管さ

れている引火性の高い液体は、いかなる有害性ももたらしません。物理的危険有

害性が適切に管理されなければ、健康有害性への広範な暴露をもたらすような大

惨事の発生する恐れがあります。例えば、化学プラントで火事が起こると、化学

物質の有害な混合が生じ、環境中に放出されるかもしれません。または、腐食性

を有する化学物質が不適切に保管されている場合には、化学物質の漏れや放出の

生じる可能性があり、ひいては労働者、コミュニティ、一般環境に深刻な健康影

響をもたらす可能性があります。そのような有害事象を制御するためには、職場

の環境、関連する化学物質、及び同じ場所で取り扱われている、または保管され

ている化学物質の考えられる相乗効果についての幅広い知識が必要です。状況の

監視、ならびに定期的なメンテナンスが、有効な制御を行うためのカギとなりま

す。 

 

国レベルの行動枠組みは化学物質の適正な管理の実現に

役立つか？ 

OSH はつねに、IL O の任務とディーセント・ワークの中核に位置づ

けられてきました。ILO の枠組み条約、すなわち「職業上の安全及

び健康に関する条約」（1981 年、第 155 号）、「職業衛生機関条約」

（1985 年、第 161 号）、「職業上の安全及び健康促進枠組条約」

（2006 年、第 187 号）、及びそれらに関連する勧告は、国・企業

レベルの方針、それらの実施をつかさどる国のシステム、そして

国・職場レベルでの予防・保護措置の実施を担う関連の職業衛生機

関について定めています。「化学物質条約」（1990 年、第 170 号）、

「大規模産業災害防止条約」（1993 年、第 174 号）、「農業における

安全健康条約」（2001 年、第 184 号）は、労働者、コミュニティ、環

境についての懸念に留意した一貫的な化学物質適正管理アプローチの策

定に貢献しています。これらの法律文書は、「労働監督条約」（1947 年、第
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81 号）とこれに関連する議定書（1995 年、第 81 号）、「労働監督（農業）条約」

（1969 年、第 129 号）、及びそれらの勧告とともに、すべて政府、使用者、労働

者、労使団体を対象とした化学物質の適正な管理のための国の枠組みを定めてい

ます。 

適切で一貫性のある効果的な方法は、これら OSH 基準の一般的な ILO 原則、労働

安全衛生マネジメントシステムに関する ILO ガイドライン（ILO–OSH 2001）、及

び化学物質のライフサイクル全体にわたる適正管理の促進に関する社会対話に基

づいた管理システムアプローチを用いることです。このアプローチは、職場と環

境の双方を網羅した予防・保護手段、管理システム及びツール、能力構築の継続

的な調和、統合、改善を目的としたものでなければなりません。これには、職務

遂行のための手段、資格、訓練を備えた効果的な労働監督サービスが含まれます。

化学物質を国・世界レベルで管理するという目標を着実に達成するためには、使

用者、労働者、及び労使団体による共同努力が不可欠です。 

 

 

 

どうすれば職場における化学物質の適正な管理を実現できるか？ 

職場における化学物質の適正な管理を実現し、一般環境を保護するための全体的

戦略は、簡単に言うと以下のようなものです。 

最初のステップは、どのような化学物質が存在するのかを明らかにし、健康有害

性・物理的危険有害性・環境有害性によってそれらを分類し、そうした危険有害

性や関連の保護措置について伝達するためのラベルや安全性データシートを作成

することです。職場に存在する、または環境中に放出される化学物質についての

こうした情報がなければ、影響の評価や、適切な保護・制御措置の決定を進める

ことは不可能です。情報は、化学物質の適正な管理を実現するために必要な基礎

構造を成すものです。 

化学物質の適正な管理のための国の行動枠組み 

OSH に関する国の政策やプログラムを効果的に実施するためには、優良な OSH 国家システム

が不可欠です。特に化学物質の適正な管理に関する優良なシステムには以下が含まれます。 

 法律と規則、及び化学物質の適正な管理を組み込んだ労働協約   

 効果的な OSH 監督システムを含む、法順守メカニズム 

 リスク評価・管理手段 

 職場での化学物質の使用に関連した OSH 手段の実施における、労使及びその代表者間の協

力 

 労働衛生サービスの提供 

 職業上の事故や疾病の記録と届出のための適切なメカニズム 

 職場での化学物質の使用における安全策に関する啓発、OSH に関する情報共有、及び訓練

 労働・保健・環境関連省庁間の協力 



職場での化学物質の使用における安全衛生 

 10 

第二のステップは、特定・分類された化学物質が職場でどのように使用されてい

るのか、及びこの使用からどのような暴露が生じ得るかを評価することです。こ

れは、暴露モニタリングによって、または使用量、職場や施設の環境を考慮した

放出の可能性、化学物質の物理的特性に関する要因に基づき暴露量を推定するツ

ールを利用することによって、達成することができます。危険有害性の特定・分

類・伝達、及びそのリスクの評価が終わると、最後の第三ステップでは、この情

報を使用して職場での適切な予防・保護プログラムを策定します。これには、工

学的制御の導入と使用、より有害性の少ない化学物質による代用、及び必要に応

じて呼吸保護具やその他の個人用保護装置の使用など、さまざまな種類の予防・

制御措置が含まれます。他にも、これらの制御措置を支援・強化する徹底したプ

ログラムの一環として、暴露モニタリング、暴露を受ける労働者のための情報と

訓練、記録保持、医学的監視、緊急時計画、廃棄手順といった措置があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化学物質の使用における安全及び健康のための職場レベルプログラムは何を

含むべきか？ 

「職場における化学物質の使用の安全に関する条約」（1990 年、第 170 号）は、

職場での化学物質の適正な管理のための青写真を提供するものです。この条約の

規定は、同条約に付随する勧告（第 177 号）の中で、また「職場における化学物

質の使用の安全に関する実務規程」やいくつかの訓練用マニュアルの中で、さら

に詳しく説明されています 11。この条約やその他のツールは、採択当初と変わらず

今も妥当性を失っていません。この条約の主要要素には、労働者の保護と環境へ

の影響に関連して、化学物質の適正管理を実施するために使用者が必要とする要

件の全てが含まれています。さらに、職場プログラムに含めるべき要素について

もかなり詳細に定めています。また、このアプローチは労働安全衛生マネジメン

●化学物質の特定 

●危険有害性の分類ラ

ベルと安全性データ

シート 
●職場における暴露の

可能性の判定 

●リスク評価 

●リスク評価に基づく

制御措置の特定 

●制御の実施、有効性の

評価、保護水準の維持

ステップ 1 

ステップ 2 

ステップ 3 
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トシステムに関する ILO ガイドライン（ILO–OSH 2001）とも合致しているとい

うことについても留意すべきです 12。下の表は、職場レベルプログラムの主要要

素を示したものです。 

化学物質の使用における安全及び健康のための職場レベルのプログラム 

プログラムの構成要素 内容 

一般的な義務、責任、任務 所轄官庁の役割、使用者、労働者、供給業者の責任と任務 

労働者の権利 

機密情報 

分類システム 危険有害性の分類基準 

分類手法 

ラベル付け及び標識付け 有害化学物質の入った容器へのラベル付けや標識付けの性質

と種類 

化学物質安全性データシート 情報の提供 

安全性データシートの内容 

業務制御措置 制御ニーズの評価 

有害性の排除 

健康有害性、可燃性・危険反応性・爆発性化学物質、化学物質

の輸送、化学物質の廃棄と処理のための制御措置 

設計及び設置 実行可能であれば密閉システム 

有害プロセス用分離エリアの設置による暴露の制限 

放出を最小限に抑える慣行及び装置 

局所排気装置 

全体換気 

作業システム及び慣行 運営管理制御 

制御装置の清浄とメンテナンス 

有害化学物質の安全貯蔵の整備 

個人保護 個人用保護具 

呼吸保護具 

保護服 

福祉施設と個人衛生 

必要に応じて、装置や衣服のメンテナンス慣行 

情報及び訓練 有害化学物質にさらされる労働者は、これらの化学物質に関す

る情報（ラベルと安全性データシート）を与えられ、それらを

安全に取り扱う方法、緊急時の対処法、追加情報の入手方法に

ついて訓練を受けなければならない。 
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化学物質の使用における安全及び健康のための職場レベルのプログラム 

プログラムの構成要素 内容 

工学的制御の維持 工学的制御を良好な作動状態に保つための慣行と手順 

暴露モニタリング 測定手法 

モニタリング戦略 

記録保持 

データの解釈と応用 

医学・保健的監視 必要に応じた健康診断 

記録保持 

プログラムの評価に役立てるための結果の活用 

緊急時の手順及び応急処置 起こり得る緊急事態を想定し、対処手続きを整えるため、計画

を策定しなければならない。 

現場で応急処置をできるようにしなければならない。 

事故、職業上の疾病、及びその他

の発生事象についての調査と報告 

全ての発生事象は、なぜそれが起こったのか、また職場や緊急

時計画にどのような不備があったのかを明らかにするために

調査が行われなければならない。 

国の法律に定められている通り、当局に届出がなされなければ

ならない。 

 

化学物質の適正な管理のための社会対話 

化学物質を適正に管理するためには、全ての利害関係者を関与させた形での透明

性、市民参加、説明責任を通じた効果的かつ効率的なガバナンスが必要となりま

す。訓練を受け、相応の資格を持ち、外部からの不当な影響を受けない監督官に

より実施される、必要な手段を備えた効果的な労働監督など、法律とその実施を

改善するために社会対話をより有効に活用しなければなりません。労使団体の積

極的な参加は、化学物質の適正な管理及びグッドガバナンスを目指す国の政策や

プログラムを策定するうえで不可欠です。使用者は、化学物質への暴露に関する

ものを含めた職場でのリスク評価・制御を通じて、予防・保護手段を講じる義務

を負います。労働者とその団体は、予防方針と職場プログラムの策定・監督・実

施のあらゆるレベルに関与する権利を有します。管理者、監督者、OSH 専門家、

労働者、及び安全衛生関連の代表者はすべて、リスク管理システムの有効性を高

める OSH 措置の実施に関して、効果的な社会対話と参加を通じて果たすべき重要

な役割を担っています。職場における有害物質の適正な管理は、労働者の健康、

産業、及び環境にそれらが及ぼす影響を削減するうえで欠かせない要素です。労

使団体は、化学産業における良好な労使関係と化学物質の適正な管理を推進する

グローバルな社会対話、枠組み合意、及び自発的な取り組みを促すいくつかの国

際的メカニズムに代表を送っています。 
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化学物質は環境にどのような影響を及ぼすのか？ 

環境中の化学物質は、気候変動から野生生物種の破壊や飲料水の汚染まで、重大

な影響を及ぼすことがわかっています。将来における環境の安全と健康を確保す

るためには、化学物質のより賢明な使用と、放出や廃棄の制御が不可欠であるこ

とは言うまでもありません。また、労働者の安全と健康にもしっかりと留意する

必要があります。 

長年にわたり、施設からの化学廃棄物は

地域の土地、大気、水源に見境なく捨て

られてきました。こうした状況は、浄化

と再発防止のための適切な制御や慣行が

確立された国々では大幅に改善されまし

た。しかし、依然として深刻な汚染に苦

しんでいる国もあります。なかには、環

境的影響は開発拡大と経済成長に付き物

だと考えられている場合もあります。環

境への影響の許容範囲について意思決定

を行う際には、社会が被る長期的コストについて十分に考慮する必要があります。

先進国の場合、過去の過ちを正し、再発を予防するための政策を確立・実施する

ことが重視されてきました。開発途上国と経済移行国には、新施設の設計原理を

通じて予防策を講じることにより、先進国が犯した過ちやそれらを正す必要に迫

られた経験から学ぶチャンスがあります。こうした状況における重要な側面の一

つは、汚染が国境を越えるという認識です。ある国に廃棄物の不適切な排出や廃

棄を防ぐプログラムがあったとしても、近隣国にそれがなければ、汚染は大気や

河川を通じて拡散します。したがって、本当の意味で効果的な国の環境プログラ

ムを確立するためには、全ての国に対して同様のアプローチを推進する協調的な

国際戦略が必要です。GHS には、環境面で合意された危険有害性分類基準のリス

トがあります。 

環境保護と労働安全衛生については、それぞれが相互に影響し合っていることが

認識されないまま、各種政府機関において個別に扱われている場合が多くありま

す。その結果、労働者の暴露を考慮していない規則によって環境への排出が制御

され、そうした制御の実施によって以前よりも大きな暴露が施設内で発生すると

いう状況が生じています。また、有害廃棄物処理場の清掃も労働者の深刻な暴露

という問題を生み出しています。これは、存在する化学物質が不明である場合が

あることや、化学物質の混合によって新たな有害性が生じ得ることにより、さら

に複雑な問題となっています。 

今日のグローバル経済で生まれている多くの仕事は、いわゆるグリーンジョブ、

すなわち代替的な技術や慣行の開発及び導入を通じて環境への悪影響を削減する

ことを目指す産業の仕事です 13。グリーンジョブは、労働者に新たな雇用機会を

提供するという意味では歓迎すべきものですが、これらの仕事が新たな、そして

場合によっては未知の危険有害性を生み出すことのないよう確立され、監視され

ることが極めて重要です。環境への影響を最小限に抑えるためには、化学物質の
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使用及び産業のその他の側面に対する新たなアプローチが必要だという考え方を

支持すると同時に、こうした重要な仕事を担う労働者が十分な保護を受けられる

ようにすることも重要です。最近、その一例について、電子廃棄物のリサイクル

に関する報告書の中で ILOにより調査が行わ

れました 14。コンピューターなどの機器は時

代遅れになるのが早いことから、その普及に

よって膨大な量の廃棄物が発生しています。

電子機器を本来の用途で使用している場合

には、ユーザーが大量の化学物質にさらされ

ることはありませんが、リサイクル目的でこ

れらを分解する労働者は有害な化学物質に

さらされる可能性があります。場合によって

は、回収された機器が他国に送られ、そこで

部品のリサイクルを目的とした分解という

危険な作業が行われています。こうして危険

有害性もまた輸出されることになります。こ

のようなことは船舶解体作業でも行われて

おり、使われなくなった船舶が他国へ送られ

てリサイクル作業が行われ、それらの国々の

労働者が化学物質にさらされています。このように、使用可能な材料のリサイク

ルという称賛すべき環境目標が達成される一方で、その作業を行うために有害物

質への暴露をともなう新たな仕事が生み出されているのです 15。 

2014 年は、史上最悪の産業事故の発生からちょうど 30 年目となります。1984 年

12 月、インドのボパールにある工場で意図せぬ化学反応が生じた結果、40 トンを

超えるイソシアン酸メチルガスが放出されました。この惨劇の影響は、健康への

長引く影響と深刻な環境汚染という形で今もボパールに残っています。この事故

がきっかけとなって、化学産業の安全衛生慣行の変革と主要な危険有害性制御措

置の策定が進められました。この事故は、化学物質の適正な管理のためのプロセ

スの検証を促した重要な出来事であり、化学物質漏えいそのものの原因となった

メンテナンスの不備や、極めて有害性の高い化学物質を保管している工場の周り

に人口の密集したコミュニティを形成させたことなど、施設運営において無視さ

れていた、あるいは十分に実施されていなかった適正管理の多くの側面を明らか

にしました。非常に多くの人命が失われ、同様の事故の再発防止は安全衛生実践

者たちの最優先事項となりました。その結果、化学物質の安全と主要な危険設備

の管理に向けたアプローチに関していくつかの抜本的改革が行われました。 

「大規模産業災害防止条約」（1993 年、第 174 号）とこれに付随する勧告（第 181

号）は、OSH 管理システムに基づいた、大災害の潜在的リスクの調査、及び適切

な予防措置と緊急対応の策定に重点を置いています 16。この条約の要件は「化学

物質条約」（第 170 号）を補完するものであり、化学物質の適正な管理についてさ

らに詳しく説明しています。また ILO は、大規模産業災害防止実務規定 17と、基

準を補完するための大規模災害制御マニュアル 18を作成しました。 

インド ボパールの化学工場事故 

 40 トンを超えるイソシアン酸メチ

ルガスの放出 

 事故発生直後に 3,000 人以上が死

亡 

 さまざまな推定があるが、暴露を

原因として最大で合計 25,000 人が

死亡 

 500,000 人以上が負傷 

 先天異常や環境汚染などの影響が

今も続く 
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職場における化学物質の使用の安全は、  

環境保護とどのように結びついているのか？ 

環境保護に関連した化学物質の適正な

管理は、前記の図に示したステップと

同じ手順で進められます。前述した通

り、まず化学物質の特定・分類が行わ

れ、危険有害性と保護措置に関する情報

が周知されます。次に、起こり得る暴露

または量の評価、続いてリスク評価が行

われ、制御する必要があるものを明らかに

します。最後に、適切な制御措置の実施・評

価・監視が行われます。 

化学物質の適正な管理はライフサイクル型のアプ

ローチであり、ライフサイクルの各ステップが、制御

のレベルと種類を決定する評価の対象となります。作業工

程における化学物質の使用は一つのステップですが、適切な廃棄

や、排出及び放出の管理もまた関連性があります。職場における化学物質の潜在

的リスクの徹底的な調査には、環境保護に関するものを含めたライフサイクルの

あらゆるステップが含まれます。廃棄に携わる労働者の保護、または環境保護に

関連した制御の維持も、この評価に含まれていなければなりません。効果的な化

学物質管理プログラムは、こうした問題のすべてを扱います。また、徹底的なア

プローチは、壊滅的な放出の予防、またはそのような放出が誤って発生してしま

った場合の封じ込めの必要性にも取り組みます。ボパールの化学物質漏えい事故

で学んだ通り、機器のメンテナンスの不備、ならびにコミュニティ内での化学物

質の保管に関連したその他の要因が重なって、職場への影響にとどまらない重大

な環境災害をももたらしました。「1993 年の大規模産業災害防止条約」（第 174 号）

とこれに付随するツールは、この種の計画を施設内でいかに策定するかというこ

とについて、詳しく説明しています。 

 

化学物質の適正な管理に関する各国及び国際的な動向として他にどのような

ものがあるか？ 

化学物質の安全に関する国際努力の大部分は、機関間協力のための既成メカニズ

ム内での協力を通じて行われています。ボパールの事故やその他の要因をきっか

けとして、化学物質の適正な管理のための継続的・協調的戦略の基盤が築かれま

した。1992 年、国連環境開発会議（UNCED）は、化学物質の制御に関するいく

つかの任務を採択しました。「化学品の分類及び表示に関する世界調和システム

（GHS）」は、そうした任務の一つです。UNCED の後、共同的かつ協調的な方法

で作業が進められるようにするため、UNCED の作業に関連した実施活動を担う国

際組織の調整グループが設立されました。このグループは、「化学物質の適正な管

理に関する国際機関間プログラム（IOMC）」として知られています。現在その定

められた機能は、「人間の健康と環境に関連した化学物質の適正な管理を実現する
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ために、参加機関によって共同でまたは個別に進められる方針や活動の調整を促

進する」ことです。参加機関は、国連食糧農業機関（FAO）、国際労働機関（ILO）、

国連開発計画（UNDP）、国連環境計画（UNEP）、国連工業開発機関（UNIDO）、

国連訓練調査研究所（UNITAR）、世界保健機関（WHO）、世界銀行、経済協力開

発機構（OECD）です。参加機関はそれぞれ、化学物質の適正な管理に関するプロ

グラムや方針を持っています。IOMC を通じて、これらのプログラムや方針は相互

に補完し合い、取り組みの調整により全体的アプローチを強化し、各国が化学物

質をめぐる問題に対処できるよう能力構築を行います。こうした努力の中から、

「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）」が生まれました 19。 

 

化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS） 

化学物質の安全に関する最も適切な情報源は、「化学

品の分類及び表示に関する世界調和システム

（GHS）」です。GHS の目的は、純粋な物質や混合

物などのあらゆる化学物質を網羅し、職場、危険物

の輸送、消費者、及び環境における化学物質の危険

有害性に関する情報伝達の要件を定めることです。

GHS は、化学物質の安全に関わるすべての国内・国

際規則に広範囲な影響力を持つ、真に調和した普遍

的な技術システムです。GHS には、健康有害性・物

理的危険有害性・環境有害性に従った分類基準のリ

ストがあります 20。GHS をめぐる活動は、「1990 年

の化学物質条約」（第 170 号）の採択に対するフォロ

ーアップとして開始されました。この活動は、IOMC

の指揮下で調整・管理され、技術的な中心拠点は ILO、

OECD、及び国連経済社会理事会の危険物輸送専門家小委員会（UN SCETDG）で

した。各国、特に開発途上国や経済移行国が GHS を実施して職場での化学物質の

使用に対処できるようになるためには、これまでにない能力強化の取り組みが必

要だという認識のもと、UNITAR と ILO は「UNITAR/ILO 世界 GHS 能力強化プロ

グラム」を設立しました。このプログラムは、GHS に関する指針書、教育、啓発、

資源、研修資料を提供します。関連テーマには、国の GHS 実施戦略の策定、法律、

状況・ギャップ分析、化学物質の危険有害性、ラベル付け、安全性データシート

（SDS）、ならびに理解度テストなどの関連支援策が含まれます。UNITAR と ILO

は、UN ECOSOC の GHS 専門家小委員会（SCEGHS）における能力構築の指定

中心拠点です 21。 

 

国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM） 

「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）」は、化学物質の適

正な管理を目指す国際行動のための政策枠組みであり、2006 年 2 月 6 日に国際化

学物質管理会議（ICCM）により採択されました。SAICM の全体的な目標は、ラ

イフサイクル全体における化学物質の適正な管理を実現し、2020 年までに化学物

GHS とは 

 健康有害性・物理的危険有害性・環境有

害性による調和化された分類基準 

 ラベルに使用される調和化された絵表示

（ピクトグラム）、注意喚起語、危険有害

性情報 

 16 項目からなる安全性データシート 

 国連小委員会による GHS の更新及び維持

 必要な情報の作成と配布に関する製造業

者と供給業者の責任 
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質が人間の健康や環境への重大な悪影響を最小限に抑えるような方法で生産・使

用されるようにすることです。この「2020 年目標」は、2002 年の持続可能な開

発に関する世界首脳会議で、ヨハネスブルグ実施計画の一部として採択されまし

た。SAICM は各国政府に対し、以下の要素を備えた国家化学物質管理システムを

確立するよう奨励しています。 

(a) 適切な法律 

(b) 情報の収集及び普及 

(c) リスク評価・解釈能力 

(d) リスク管理方針の確立 

(e) 実施・執行能力 

(f) 汚染場所や中毒被害者の回復のための能力 

(g) 効果的な教育プログラム 

(h) 緊急事態への対応能力 

SAICM は政府やその他の利害関係者に対し、農業、環境、保健、産業、労働とい

ったすべての関連部門において、より効果的に化学物質の安全に取り組むよう奨

励することを目指しています。ILO は、「化学物質の適正な管理に関する国際機関

間プログラム（IOMC）」22 の一部として、SAICM の策定と SAICM 世界行動計画

に積極的に関与しています。この戦略的アプローチは、2002 年の持続可能な開発

に関するヨハネスブルグ世界首脳会議で合意された目標、すなわち 2020 年までに

化学物質が環境や人間の健康への重大な悪影響を最小限に抑えるような方法で生

産・使用されるようにするという目標の達成を支援するものです。この目標に向

け、SAICM では、開発途上国や経済移行国のための能力構築と、化学物質の適正

な管理に向けた国際努力のさらなる調整を推進しています 23。 

ILO は、IOMC の他の参加機関と協力し、2020 年までに化学物質の適正な管理を

実現するという SAICM の目標達成に向けて、各国とともに政策や戦略の策定及び

調整を進めています。これらの機関はまた、職場における化学物質の安全衛生の

実現に向けた追加的な助言や情報も提供しています。これらのツールは法律文書
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を補完し、この戦略のさまざまな側面について政府、使用者、労働者が抱く疑問

の多くに対応するものです。ILO にはすでに、職場における化学物質の適正な管理

のためのプログラムを策定・実施するため、また、化学物質の影響から環境を保

護し、2020 年までに化学物質の適正な管理を実現するという挑戦に寄与するため

に、政府、使用者、労働者が使用することのできる重要なツールがあります。 

化学物質の安全衛生と大規模災害の予防に関連した ILO 条約の批准、ならびに

GHS の実施は、SAICM の 2020 年目標の達成に向けた国際的進展にさらに貢献す

るものです。可能な限り多くの国々がこれらの条約を批准することは、化学物質

の適正な管理を実現するという目標の達成に向けた大きな一歩となります。その

規定を実施することで、各国は化学物質による労働者の暴露と環境への影響を最

小限に抑えるプログラムを構築するための枠組みを手に入れることができます。

その結果、一貫性のあるグローバルなアプローチが確立され、国際的な化学物質

管理戦略の実現に向けた、より協調的な戦略が生まれます。そのなかで ILO と

UNITAR は、化学物質の適正な管理に関する認識と知識を深め、GHS 実施のため

の情報や訓練及び技術援助を提供することを目的として、構成員を対象とした能

力構築を実施することにより、国レベル、特に中小企業内における化学物質の適

正な管理を推進するべく、政府、使用者、労働者、及び労使団体と緊密に協力し

ています。 

化学物質の適正な管理に向けた第一歩として、化学物質に関する包括的な情報を

作成し、配布することは極めて重要です。このことは、「化学物質条約」（1990 年、

第 170 号）の主要要素の中にも反映されています。この条約が採択された時、委

員会は危険有害性の分類、ラベル、及び安全性データシートを扱う世界的に調和

したシステムの構築を支持する決議をも採択しました。この条約の規定によれば、

政府は独自のシステムを採択することにより前進することが可能ですが、委員会

のメンバーたちは、これを補完するものとして各国が容易に採択できるグローバ

ルなアプローチを確立することによって、条約の実施をさらに順調に進めること

ができると考えました。こうすることで、危険有害性がどの国で発生しても同じ

ように分類が行われ、ラベルや安全性データシートの一貫性も確保

されます。その結果、予防的・保護的な危険有害性情報提供

アプローチの整合性と協調性が高まるとともに、システム

を維持するための国際的なインフラが提供されること

で、多くの国が資源を節約できます。また、国ごとに

異なる情報要件や資料複製の必要性を原因とする貿

易障壁がなくなることにより、さらなるメリットが

生じます。これが GHS 誕生の経緯です。 

そのようなシステムの構築は困難な作業であり、完

了までに何年も要しました。ILO はこのプロセスの中

心的存在であり、調和の実現に関わる作業を検証する

ための専門家会合を開催し、後にシステム構築を調整す

るグループと、危険有害性情報伝達の諸要素を作成するグ

ループの事務局を務めました。 

この新しいシステムは、欧州、米国、カナダの主な既存システム、な
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らびにすでに調和化された輸送情報国際シ

ステムをベースとしています。この新シス

テムは 10 年以上前から採択可能な状態に

あり、多くの国々が導入済みか、あるいは

導入過程にあります。EU 加盟国、米国、日

本など、化学物質生産に関わる主要国のいく

つかが、このシステムを実施しています。GHS

は国際勧告ですが、各国の実施によりその規定

は義務となります。GHS を採択することにより、

各国は独自のシステムを構築・維持しなくても、国際

的に調和したアプローチに従うことで、化学物質の適正

な管理のための分類及びその他の措置に関する条約の要件を

満たすことができます。また、GHS のもとで提供される情報は、化学物

質の適正な管理を目指す効果的なプログラムの構築を可能にします 24。 

国の GHS プログラムを成功に導くうえでカギとなるのは、化学物質の製造業者、

輸入業者、供給業者に対し、必要な情報の作成、及びその情報の供給チェーンを

通じた顧客への提供について責任を負わせることです。成功している既存システ

ムはこのアプローチを採用しています。個々の使用者はプログラムの実施につい

て責任を負っていますが、彼らが購入する化学物質のすべてに精通し、適切な資

料を作成することは期待できません。そのような責任は生産者、または使用され

る職場に化学物質を持ち込む販売業者にあります。 

 

国際化学物質安全性カード（ICSC） 

ICSC プロジェクトは、WHO と ILO が欧州委員会の協力を得て進めている共同事

業です 25。このプロジェクトは、職場で使用される化学物質の危険有害性に関す

る適切な情報の普及を目的として、1980 年代に WHO と ILO により立ち上げられ

ました。現在までにおよそ 1,700 枚のカードが提供されており、新しい化学物質

が定期的に加えられています。また、カードは 16 カ国語に翻訳されています。ICSC

の作成は、さまざまな国の専門科学機関の専門家で構成される国際グループによ

って行われ、作成過程でピアレビューが実施されます。ピアレビューを行うこと

により、カード情報の信頼性が確保されます。新規カードに記載される化学物質

は、さまざまな懸念事項の基準（生産量の多さ、健康問題の発生率、高リスク特

性）に基づいて選出されます。各国当局、または労働組合などの利害関係者は、

プロジェクトに含まれるべき化学物質を提案することができます。重大な新情報

が入手されると、既存カードの定期更新が行われます。ICSC で提供される情報は

「1990 年の化学物質条約」（第 170 号）とその勧告（第 177 号）、欧州連合理事会

指令 98/24/EC、「化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）」の基

準に合致しています 26。 

国際化学物質安全性カードの目的は、化学物質の適正な管理のために国レベルま

たは企業レベルで入手可能なあらゆる化学物質の安全性に関する情報を補完する

べく最新情報を提供する、国際的に合意された参照資料としての役割を果たすこ
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とであり、カードを使用する国が定めた法律上の義務に代わるものではありませ

ん。ICSC プロジェクトの目的は、化学物質の安全衛生に関する必須情報を明確か

つ簡潔な方法で提供することです。カードには、化学物質の潜在的悪影響と保護

措置が簡潔にまとめられています。その主な目的は、職場における化学物質の安

全な使用を促進し、使用者、企業レベルの労働安全衛生責任者、または化学物質

の暴露を受ける労働者のための情報源として使用できるようにすることです。ま

た、化学物質による事故が発生した場合にすぐに利用できる簡潔な情報源として

定期的に使用されています。ICSC は、開発途上国や中小企業において労使双方が

利用できる主要な情報源となり得ます。 

 

化学物質の登録、評価、認可、及び制限に関する規則（REACH） 

EU は化学物質の規制手法を大きく変更しました。「化学物質の登録、評価、認可、

及び制限に関する規則（Registration, Evaluation, Authorization, and Restriction of 

Chemicals: REACH）」は、ライフサイクル全体にわたって化学物質を取り扱う新

しい EU 規則です 27。これは、いくつかの既存の規則を単一のシステムに置き換え

る、製造から廃棄までを網羅したアプローチであり、加盟国における統合的なリ

スク管理手法を確立します。REACH の実施は、欧州化学機関（ECHA）の調整に

よって進められています 28。また EU は、REACH の補完規則の中で GHS も採択

しており、分類と表示に関する GHS の要件に従っています。REACH には、以下

に示すようないくつかの目的があります。 

 化学物質の使用に関して、人間の健康と環境に対する高水準の保護を提供する。 

 化学物質の供給業者に、その使用にともなうリスクの理解及び管理について責

任を負わせる。 

 EU 市場における化学物質の自由な動きを可能にする。 

 EU 化学産業のイノベーションと競争力を強化する。 

 化学物質の有害性についての代替的な評価手

法の使用を促進する。 

製造業者は欧州化学機関（ECHA）の要求に従

い、分類・表示される化学物質について ECHA

に通知するよう義務付けられています。これ

までに欧州の職場で使用・分類・表示されて

いる 110,000 以上の化学物質について、570

万件を超える通知が受理されています。

REACH を通じて提供される化学物質関連の広

範な情報に加え、欧州労働安全衛生機構も、職場

における化学物質の安全衛生に関連したいくつか

のツールや情報源をオンライン上で提供しています 29。 

国別の機関としては、アメリカ化学会のケミカル・アブストラ

クツ・サービス（CAS）があります。CAS は、信頼できる識別を行う



 21

ことを目的に、固有、個別の物質に割り

当てられた番号のレジストリーを管理

しています。世界中で新しい化学物質が

合成されるたびに、識別のための CAS

登録番号が一つずつ割り当てられます。

この番号はそれぞれの化学物質に固有の

ものであり、これによってその化学物質が

どこに存在していても正しく識別すること

が可能になります。レジストリーには現在、

7,500 万種以上の化学物質が登録されています。

もちろんこれらの化学物質のすべてが今も生産さ

れているというわけではなく、これまでに生産されたこ

とがあるということを意味し、この莫大な数字はそのまま暴

露の可能性を反映しています。最も興味深く、また職場や環境における

化学物質関連の予防・保護措置の考案における難しさを示しているのは、新たな

化学物質が生産され、レジストリーに加えられるスピードです。最初の 1,000 万

種の化学物質が登録されるまでには 15 年を要しましたが、7,000 万件目から 7,500

万件目までにかかった期間はわずか 1 年でした。世界中の多くの国でイノベーシ

ョンが進められており、例えば、最近レジストリーに加えられた新しい物質の多

くは中国をはじめとするアジア諸国で生産されたものです 30。 

 

上級労働監督官委員会（SLIC） 

欧州委員会の上級労働監督官委員会（SLIC）は、EU 加盟国による労働安全衛生に

関する共同体法（Community Law on Occupational Safety and Health）の監視及び

施行に関する諸側面を扱うため、1995 年に設立されました。この委員会は、OSH

指令の実務的適用について議論を行い、かつ助言を提供し、欧州の職場における

特有のリスクに直接関連した啓発キャンペーンを推進し、施行と啓発に関する監

督官の行動の調和を奨励することを目的として、年 2 回の会合を開きます。SLIC

は、必要に応じて欧州の監督官たちの間で情報、手法、優良慣行を共有する危険

有害性警告システムとして機能するオンラインのノリッジシェアリングシステム

（KSS）を開発し、維持しています。 

また、SLIC にはワーキンググループがいくつかあります。そのうちの一つが化学

物質の労働安全衛生に関するワーキンググループ（CHEMEX）であり、職場にお

ける化学物質への暴露に関連した労働安全衛生問題に関する REACH の施行につ

いて国の労働監督官に助言を与え、職場における化学物質の使用に直接関連する

OSH 指令について助言の提供と啓発を行い、使用者、及び場合によっては製造業

者や供給業者による法令遵守を徹底するために監督官を支援しています。2010 年、

SLIC は危険物質の使用におけるリスク評価に関する欧州キャンペーンを実施しま

した 31。また、SLIC は欧州レベルで、欧州労働安全衛生機構（EU-OSHA）、及び

EU の化学物質規制システムである REACH と積極的に協力しています。 



職場での化学物質の使用における安全衛生 

 22 

国際・国内レベルでの知識共有 

情報と知識への普遍的アクセスは、化学物質の適正な管理及び予防・保護ツール

の開発において不可欠です。2007 年 12 月、「有害物質に関する政策枠組みの策定

を目的としたツールとしての法律文書、知識、アドボカシー、技術協力、及び国

際協調を検証する」32 ために ILO 専門家会合が開催され、国際レベルの優先的行

動として以下の勧告が採択されました。 

 化学物質の管理に関する政策協調のため、IOMC メンバーの積極的な協力を継

続する。 

 SAICM の活動における ILO の政労使の参加を強化するとともに、SAICM のメ

カニズムを活用して OSH と有害物質の双方に関連した ILO の法律文書、ガイ

ドライン、プログラムを推進するための技術協力の相乗効果を高める。 

 GHS の化学物質安全訓練ツール、及び国の化学物質安全プログラムの実施ガイ

ダンスを策定するため、国連訓練調査研究所（UNITAR）との技術協力を強化

する。 

 加盟国による GHS の採択と産業による GHS の実施及び使用を促進する。 

 国際化学物質安全性カード（ICSC）の作成、更新、翻訳、普及、及び全体的推

進のための情報提供を拡大するとともに、IPCS 環境保健クライテリア（EHC）

と国際化学物質簡潔評価文書（CICAD）などの国際的に認められた有害化学物

質評価の使用を促進する。 

 化学物質の有害性を評価し、市場に出される新しい化学物質の審査・評価シス

テムを強化する。 

 化学物質の危険有害性の特定・評価・管理手法の国際的な調和を実現するため

の取り組みを支援する。 

 分類や表示、及びできるだけ多くの言語に翻訳された安全性データシートなど、

有害物質に関する信頼できる情報への普遍的アクセスを推進する。 

 職業暴露限界値（OEL）や許容限界値（TLV）など、有害物質への暴露の予防

とその適正な管理に関する国際基準と技術指針の策定及び実施を支援する。 

 国の職業病リストを更新する。 

 職場における化学物質への危険な、あるいは不必要な暴露を予防するため、化

学物質の詳細な安全情報など、健康影響や危険有害性・リスク排除についての

適切な科学的理解に基づいた、透明かつ性包括的で効率的・効果的なリスク管

理戦略を実施する。 

 労働者の健康に対する悪影響を最小限に抑えるような方法で化学物質が使用・

生産されることを目指しつつ、「環境と開発に関するリオ宣言」の原則 15 に定

められている通り、予防手段を適切に適用する。 

 すべての労働者、特に弱く不安定な立場にある労働者に特有のニーズが考慮さ
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れるようにする。 

 有害物質の適正な管理を促すため、優良慣行、方法論、介入、アプローチ、研

究結果の共有を促進する世界的なネットワークの構築を推進し、ILO CIS の各

国センターによる広範なネットワークを最大限に活用する。 

 

終わりに 

化学物質は現代の生活になくてはならないものであり、今後も職場において生産、

使用され続けます。政府、使用者、労働者、及び労使団体は、協調的な取組みに

よって、化学物質の適正な管理を実現し、化学物質の使用によりもたらされる恩

恵と、労働者、職場、コミュニティ、環境への潜在的悪影響に対する予防・制御

措置との適切なバランスを達成することができます。 

国内における GHS の実施は、化学物質の適正な管理に向けた第一歩となります。

GHS の規定は、製造業者や輸入業者が、自ら生産または輸入するあらゆる物質や

混合物の健康有害性・物理的危険有害性・環境有害性の特定と分類について責任

を負うことができるよう支援するものです。また、GHS の調和した基準を使用し

て有害な物質や混合物のラベルや安全性データシートを作成する方法を明示し、

暴露を受けた労働者や下位の使用者が情報にアクセスできるようにします。この

ように危険有害性の分類ならびに危険有害性情報と保護措置の伝達について製造

業者や供給業者に責任を負わせることによって、国内における化学物質の適正な

管理を目指すプログラムの基盤を築くことができます。政府、使用者、労働者に

とっての当面の課題は以下の通りです。 

 化学物質の生産と使用により得られる恩恵を維持する。 

 労働者の暴露と化学物質の環境への排出を最小限に抑える。 

 協調的かつ持続可能な管理、及びすべての人のためのディーセント・ワークの

実現を促すため、化学物質の使用に関する

健康・安全・環境的側面に包括的かつ同時

に取り組む、国の予防・制御戦略及びシス

テムを策定・実施する。 
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